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本研究では，港湾護岸施設の矢板構造物を対象として，予算制約の下で期待ライフサイクル費用の低減に資

するような矢板構造物の維持補修政策と，矢板構造物群全体を対象とした維持補修優先順位を求める方法論を

提案する．具体的には，地震動に対する矢板構造物の力学的安定性を評価する．さらに，力学的安定性の評価

結果に基づいて矢板構造物補修の優先順位を決定し，矢板構造物群全体の劣化・補修過程を記述するハイブリッ

ド型シミュレーションモデルを提案する．その上で，予算制約の下で，地震被害も考慮に入れた期待ライフサ

イクル費用を可能な限り低減するような望ましい維持補修政策，優先順位決定ルールを求めるための方法論を

提案する．さらに，現実の矢板構造物群を対象として，本研究で提案した方法論の有効性を実証的に検証する．
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1. はじめに

わが国の土木施設は高度経済成長期に建設されたも

のが多く，今後大量の施設が維持更新期を迎えること

となる．これに伴い，維持補修費用が大幅に増加する

ことが予想されており，維持・補修補強・復旧に関わる

ライフサイクル費用の最小化に資するような維持補修

戦略を検討することが重要な課題となっている．さら

に，大規模地震の発生が予想される中，地震リスクと

その防災対策を同時に考慮に入れた維持補修計画を策

定することが必要である．

本研究では，港湾護岸施設を構成する矢板構造物の

維持補修問題を取りあげる．わが国の港湾には膨大な

数の矢板構造物が設置されている．その中には腐食が

進行し，力学的強度が著しく低下している矢板構造物

も少なくない．矢板構造物が損壊した場合，背後地に

立地する構造物やそこで活動する多くの人々に甚大な

影響を与えることは想像に難くない．さらに，大規模

地震の発生を想定した場合，早急な補強対策が必要と

なる矢板構造物も膨大な数に及ぶ．限られた予算の中

で矢板構造物の維持補修による防災投資効果を確保す

るためには，矢板構造物の効率的な補修方法の選定と，

補修優先順位を決定することが重要な課題である．

従来より，土木施設の劣化過程を確定的・確率的モデ

ルで表現し，ライフサイクル費用の最小化を目的とす

る最適補修政策モデルが数多く提案されている．しか

し，港湾矢板構造物の場合，背後地の土地利用状況や

矢板構造物背後の地盤特性が多様であり，矢板構造物

の損壊がもたらす社会・経済的リスクの大きさが個々に

異なる．このような社会・経済的リスクを検討するた

めには，矢板構造物の力学的安定性の検討に基づいた

災害リスクの評価と，矢板構造物群全体の期待ライフ

サイクル費用評価を同時に考慮することが必要となる．

以上の問題意識の下で，本研究では地震発生時にお

ける矢板構造物の力学的安定性に基づいて，予算制約

下における矢板構造物群全体の劣化・補修過程を記述

するハイブリッド型シミュレーションモデルを提案す

る．またその中で，地震被害も考慮に入れた期待ライ

フサイクル費用を可能な限り低減するような望ましい

維持補修政策，優先順位を決定するための方法論を提

案する．以下，2．では，本研究の基本的な考え方につ

いて説明する．3．では，矢板構造物の力学的安定性評

価モデルを定式化する．4．では，地震の発生がポアソ

ン過程に従う場合を想定し，矢板構造物の望ましい維

持補修政策を検討するためのシミュレーションモデル

を提案する．5．では，実際の矢板構造物群を対象とし
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て提案した方法論の有効性について実証的に分析する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

土木施設のライフサイクル費用の最小化を目指した

最適維持補修モデルに関しては，すでに数多くの研究

蓄積がある1)−11)．これらの既往研究は，確定的な劣化

曲線を用いてライフサイクル費用を最小にするような

最適維持補修政策を求めるモデル1),2)，劣化過程の不

確実性を考慮した確率論的モデル3)−10)に分類できる．

特に，後者に関しては，土木施設の劣化過程をマルコ

フ推移確率で表現し，期待ライフサイクル費用の最小

化を目的としたマルコフ決定過程12)が提案されている．

さらに，舗装，橋梁，トンネル，道路付帯施設等の土

木施設を対象とした最適維持補修モデルも提案されて

いる．しかし，矢板構造物群の維持補修問題に関して

は，あまり研究が進展していないのが実情である．

矢板構造物群の場合，ライフサイクル費用の中で，矢

板構造物自体の維持補修に要する直接的な費用よりも，

高潮，地震，津波等の自然災害により，矢板構造物が

損壊した場合に発生する 1次被害 (矢板構造物の損壊に
よる直接的被害) および 2次被害 (矢板構造物背後地に
立地する施設等に発生する被害)の占めるウエイトが大
きい．さらに，背後地の地盤条件や土地利用条件によ

り，矢板構造物の損壊リスクや経済的損失リスクが個

別の矢板構造物によって多様に異なる．このため，自

然災害の発生による矢板構造物の損壊リスクを明示的

に考慮することが必要となる13),14)．これに対し，既往

の維持補修モデルは，構造物の劣化過程を統計的モデ

ルで表現しており，構造物の損壊に関する力学的メカ

ニズムを明示的に考慮しているわけではない．さらに，

地震等の外力を考慮した最適維持補修モデルに関して

は，若干の研究事例15)が存在するが，構造物の耐震性

評価と連動したモデル構造になっていない．このため，

個々の施設ごとの個別性が極めて大きい矢板構造物の

維持補修問題に，伝統的な最適維持補修モデルを用い

ることができないという限界がある．

本研究では，力学的安定性に対する評価モデルを用

いて，個々の矢板構造物の被災ポテンシャルや経済的

損失リスクをミクロに評価することの重要性に着目す

る．それと同時に，期待ライフサイクル費用評価や予

算管理戦略，補修の優先順位の決定は，矢板構造物群

全体を考慮したマクロな評価が必要となる．以上の問

題意識の下に，以下では，ミクロなレベルでの力学モ

デルを用いた被災ポテンシャルの検討とマクロなレベ

ルでの維持補修戦略の経済評価と政策決定を同時に検

討できるようなハイブリッド型シミュレーションモデ

ル (以下，ハイブリッドモデルと呼ぶ) を提案すること
とする．ハイブリッドモデルは，土木構造物の力学特

性を考慮して，構造物の劣化リスクを表現できる点に

利点がある．このようなハイブリッドモデルに関して

は，すでに埋立地盤の不同沈下リスク16)，防波堤の滑

動リスク17)を対象としたモデルが提案されている．本

研究では，地震リスクを対象として，矢板構造物の損

壊リスクをモデル化したものであり，この意味で矢板

構造物を対象とした類似の研究は見当たらない．

なお，本研究では，矢板構造物の腐食速度が個別の

矢板構造物ごとに異なるものの，腐食速度が一定であ

ると想定した線形劣化予測モデルを用いる．したがっ

て，初期時点から一定年度を経過した点検時点におけ

る腐食厚を計測することにより，点検時点以降におけ

る年間当たりの腐食速度を確定的に予測することが可

能である．この意味で，本研究では確定的な劣化曲線

を用いている．一方で，地震による矢板構造物の損壊

は確率的に発生するため，矢板構造物の補修時点を決

定する維持補修モデルは，地震発生リスクを考慮した

確率的なハイブリッドモデルとなっている．

(2) 地震リスク

Mayet and Madanat15)は，大規模地震の発生がポア
ソン過程に従う場合を想定し，地震被害の発生も考慮

に入れた期待ライフサイクル費用を最小にするような

最適補修戦略を求めるマルコフ決定モデルを提案して

いる．現行の多くの防災投資の費用対効果マニュアル

(案) 18)では，地震リスクがポアソン過程に従って発生

することを想定している．地震発生のポアソン過程モ

デルは，「いつ起こるかわからない地震の発生」を表現

したものである．ポアソン過程は，過去の記憶を持た

ない現象を対象としており，地震の発生確率（到着率）

は時間を通じて一定である．ポアソン過程とは，1) 事
象の生起は互いに独立である (独立性) ，2) 事象が発生
する確率は時間に依らず一定である (定常性) ，3) 微小
時間の間にはたかだか 1回しか事象は発生しない (希
少性) というルールをもつ事象の発生過程である．地震
がポアソン過程に従って発生する場合，矢板構造物の

補修タイミングを決定する際に，矢板構造物の腐食速

度が重要なパラメータとなる．以上のように地震発生

リスクをポアソン過程で表現し，期待ライフサイクル

費用を算出することには新規性はない．しかしながら，

先述したように，矢板構造物を対象に地震リスクと力

学的安定性を明示的に考慮した事例は著者らの知る限

り存在せず，この点に本研究の独自性を見出すことが

できる．

なお，近い将来に発生が懸念されている東海地震，東

南海・南海地震のようなプレート間地震は周期的に発
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図–1　ハイブリッドモデルの基本的構成

生しており，今後時間が経過するにつれて地震の発生

リスクが増加するという特性を持っている．このよう

なプレート間地震に関しては，その発生過程をブラウ

ン型経過時間モデル (Brownian Passage Time Model)
等の非ポアソン過程19)を用いて表現することが必要で

ある．特に，長期的な災害リスクを評価する際には，非

ポアソン型ハザード率を用いたリスク評価が必要であ

る．このような観点から，国土交通省の港湾整備事業

の費用対効果分析マニュアル (改定版) 20)においては，

非ポアソン型ハザード率を長期評価確率として用いて

もよいとしている．しかし，一方で，地震の発生をポ

アソン過程によってモデル化し，その分析結果を 1次
近似として議論することは十分可能である．このよう

な観点から，本研究では，ポアソン過程を用いて地震

リスク評価したような矢板構造物の最適維持補修モデ

ルを提案することとする．

(3) ハイブリッドモデルの構成

本研究で提案するモデルは，1) 個別矢板構造物の力
学的安定性に対する評価 (矢板構造物安定性評価モデル
と呼ぶ) と，2) 矢板構造物群全体を対象に，地震リス
クと予算制約を考慮した維持補修シミュレーション (維
持補修シミュレーションモデルと呼ぶ) が連動するよう
なハイブリッドモデルとなっている．ハイブリッドモ

デルの基本的構成を図–1に示している．矢板構造物安

定性評価モデルは，個別の矢板構造物を対象としたミ

クロな補修タイミングや優先順位の検討，一方の維持

補修シミュレーションモデルは，矢板構造物群全体の

補修戦略と予算の分析を目的としている．したがって，

ハイブリッドモデルを用いることにより，現在時刻を

起点として，図–1に示すように，各年次ごとに地震リ

スクを考慮しながら矢板構造物の力学的安定性を評価

するとともに，計画期全体を通じて期待ライフサイク

ル費用を最小にするような矢板構造物群の維持補修戦

略を分析することが可能となる．

いま，ある単一の矢板構造物に着目する．初期時点

t0 を現在時点と考える．矢板構造物の力学的安定性の

評価を行うために，矢板構造物の常時および地震時の

発生曲げモーメントと抵抗曲げモーメントを計算する．

発生曲げモーメントは設計で期待されている設計値で

あり，抵抗曲げモーメントは実測した腐食量から算定

される実測値である．両者の大きさを相対比較するこ

とにより，矢板構造物の健全度を評価することが可能

となる．さらに，港湾護岸施設を構成するすべての矢

板構造物 n (n = 1, · · · , N)に対して，同様の安定性評
価を実施する．維持補修シミュレーションモデルでは，

矢板構造物の健全度に対して，補修政策を設定する．そ

の上で，予め設定した補修政策に基づいて，矢板構造

物の補修工事を実施したときに発生する期待ライフサ

イクル費用を推定する．各財政年度において必要とな

る補修費用が予算制約を下回っている場合にはすべて

の補修が実施される．しかし，維持補修需要が予算制

約を上回る場合には，補修の優先順位決定ルールに従っ

て，予算制約の中で実施可能な補修対象を選定する．シ

ミュレーションに当たっては，各財政年度における地

震発生リスクをポアソン過程を用いてモデル化し，モ

ンテカルロシミュレーションによりライフサイクル費

用の発生過程をシミュレートする．

図–1は，時間経過とともに，シミュレーションがど

のように進展するかを説明している．初期時点 t0では，

地震が発生しない場合を想定する．したがって，初期時

点では，すべての矢板構造物の健全度が確定する．モ

ンテカルロシミュレーションにより，時間の経過に伴っ

て，各期に地震が生起するパターン (以下，「地震発生
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サンプルパス」と呼ぶ) を作成する．地震発生サンプル
パスが与えられれば，その上で矢板構造物の劣化・補

修過程，および地震発生に伴う矢板構造物の損壊・復

旧過程が展開する．いま，1つの地震発生サンプルパス
が与えられ，初期時点から時刻 tまで進展した場合を

想定する．t期に地震が発生しない場合，矢板構造物の

補修が実施されない限り，矢板構造物の腐食が進行し，

t + 1期における矢板構造物の健全度が更新される．こ
の場合，各時刻において図–1に示すような手順に従っ

て計算が進行する．さらに，大規模地震が発生しない

限り，上記のようなシミュレーション過程が繰り返され

る．一方，tz 時点 (図中の赤囲み) において，大規模地
震が発生したと想定する．シミュレーションにおいて，

ある期間中に大規模地震が発生する場合，当該期にお

ける補修が終了した時点以降に発生するものと考える．

地震が発生すると，地震耐力の低い矢板構造物はすべ

て損壊する (最低健全度となる)と仮定する．損壊した
矢板構造物の復旧に際しては，矢板構造物の復旧費用

だけでなく，矢板構造物の背後に立地する構造物等の復

旧費用も必要となる．復旧費用に関しても予算制約に

直面しており，復旧費用が予算制約を上回る場合には，

優先順位決定ルールに従って復旧対象となる矢板構造

物が選定される．当該年度に復旧する矢板構造物が決

定されれば，年度末にすべての矢板構造物の健全度が

確定し，この情報が次年度の力学的安定性評価プロセ

スのインプットとなる．地震が発生した翌年度以降は，

未復旧の矢板構造物が存在すれば各財政年度における

予算制約の下で，優先順位に従って復旧過程が継続す

る．ただし，対象期間中に地震が複数回発生する場合

も存在しており，目標計画期間 tZ までシミュレーショ

ンが継続する．最終的に，対象期間 tZ に到達した時点

で，各財政年度に要した補修費用 (あるいは復旧費用)
の現在価値の総和 (ライフサイクル費用)を計算する．

以上の計算過程は，モンテカルロシミュレーションに

よりランダムに作成した 1つの地震発生サンプルに対
して，ライフサイクル費用を算定したにすぎない．事

前に設定したシミュレーション回数に至るまで上記の

計算過程を繰り返し，期待ライフサイクル費用を算出

する．以上のシミュレーションにより，補修・復旧の予

算政策下において期待ライフサイクル費用を可能な限

り小さくするような望ましい矢板構造物群の補修政策

を求めることが可能になる．

なお，本研究では矢板安定性評価モデルと維持補修

シミュレーションモデルの有機的な連動性に重点を置

いたハイブリッドモデルの提案を目的としている．本

研究で対象とする港湾施設は，基本的には高潮・津波等

による災害を防ぐ防潮堤を兼ねた護岸施設であり，矢

板構造物の力学的安定性を検討する場合，海底面の洗

掘，タイロッド腐食，地盤液状化などの要因による影

響を考慮する必要がある．高度経済成長期に膨大な量

の矢板構造物が建設されたが，これらの矢板構造物の

腐食が進展し，断面減少等の問題が発生している．こ

のような矢板構造物のアセットマネジメントにおいて

は，矢板の断面減少を未然に防止することによる予防

保全政策の適用が課題となっている場合が少なくない．

本研究でとりあげる適用事例においても，矢板構造物

の腐食進行の抑止に重点を置いた予防保全の実施が重

要な課題となっている．このため本研究においては，矢

板構造物群のアセットマネジメントを検討するために，

矢板構造物の腐食を主たる対象とするとともに，腐食

の進行抑止政策に焦点をおく．一方で，地震時における

矢板構造物の力学的安定性に関しては，水平変位や鉛

直変位，さらには地盤と構造物の動的相互作用を考慮

した安定性評価方法が提案されている21),22)．しかし，

本研究で想定しているポアソン過程が適用できるレベ

ル 1のような地震動を考える場合には，矢板断面に発
生する曲げモーメントに着目して矢板構造物の力学的

安定性を評価可能である．さらに，5.の適用事例にお

いて利用可能なデータ等が限定的であることから，参

考文献 23)で提案されている方法を用いることとする．
前述のように，多くの矢板構造物群のアセットマネジ

メントにおいては，腐食の進行抑制に主眼を置いた予

防保全の実施が急がれており，アセットマネジメント

に必要となるマクロな予算額の算定と予防保全政策の

重要性を検討することが課題となっている．このよう

なアセットマネジメントが直面している緊急の現実的

課題に対して，本研究で提案するハイブリッドモデル

を用いて有用なマネジメント情報を作成することが可

能である．当然のことながら，今後，力学的安定性評

価法の精緻化を図るとともに，そのためのデータベー

スの整備が重要な課題として残されていることを指摘

しておく．

3. 矢板構造物の力学的安定性評価モデル

(1) 矢板構造物の力学的安定性評価

地震発生時における矢板構造物の力学的安定性の評

価を試みる．実証分析の対象とする港湾護岸施設では，

表–1に示すように様々な形式の矢板が用いられている．

いま，ある矢板構造物の構造を摸式的に図–2に示して

いる．このような矢板構造物の力学的安定性は，図–3

に示すようなプロセスで評価できる．同図に示すよう

に，設計で期待されている常時と地震時の発生曲げモー

メント (設計値)と，実測された腐食量から推計される
抵抗曲げモーメント (実測値)を比較し，矢板構造物の
力学的安定性を評価する．このうち，発生曲げモーメ

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 67, No. 1, 14-32, 2011.

17



表–1　矢板の仕様 (公称値 (初期値))

寸法 矢板 1枚当り 壁長 1m当り

有効幅 高さ 厚さ 断面積 断面 2次モーメント 断面係数 断面 2次モーメント 断面係数

呼称 B h t A Ix Zx IX ZX

mm mm mm cm2 cm4 cm3 cm4 cm3

SP-IA 400 85 8.0 45.21 598 88.0 450× 10 598

SP-II 400 100 10.5 61.18 124× 10 152 874× 10 874

SP-IIA 400 120 9.2 55.01 146× 10 160 106× 102 880

SP-III 400 125 13.0 76.42 222× 10 223 168× 102 134× 10

SP-IIIA 400 150 13.1 74.40 279× 10 250 228× 102 152× 10

SP-IV 400 170 15.5 96.99 467× 10 362 386× 102 227× 10

SP-IVA 400 185 16.1 94.21 530× 10 400 416× 102 225× 10

SP-VL 500 200 24.3 133.8 796× 10 520 630× 102 315× 10

SP-VIL 500 225 27.6 153.0 114× 102 680 860× 102 382× 10

注) 矢板構造物の構造は個々に異なっているが，ここで
は実証分析でとりあげる矢板構造物群の中から特定の

矢板構造物 (n = 2) をとりあげ，その構造概要を示
している．発生曲げモーメントの算出に際して，設計潮

位は一律に H.W.L.=O.P.+2.13m，L.W.L.=O.P.+0.53m，
R.W.L.=O.P.+1.60m(前面潮位差の 2/3)とした．また，当
該矢板構造物の場合，荷重条件として，裏埋土自重 (砂質土)
については，湿潤単位体積重量 γ = 18 (kN/m3)，飽和単
位体積重量 γt = 20 (kN/m3)，水中単位体積重量 γw = 10
(kN/m3)，内部摩擦角 ϕ = 30◦ と設定した．さらに，上載

荷重については，常時では防潮堤前面 5 (kN/m2)，防潮堤
背面 10 (kN/m2) と設定した．

図–2　矢板構造物の模式図

ントは，前提条件から算出される主働土圧，残留水圧，

動水圧に基づいて算出される．一方，抵抗曲げモーメン

トは，腐食量の実測値に基づいて算出される．なお，発

生曲げモーメントの具体的な算出方法に関しては参考

文献 21)を参照されたい．以下，3.(2)で抵抗曲げモー

メントの算出方法を示し，3.(3)では，両モーメントを

比較することにより矢板構造物の健全度を決定する方

法を述べる．なお，本研究で対象とする地域では，過

去の地震時において地盤の液状化が生じたことはない．

したがって，本研究では矢板構造物群の腐食管理問題

に焦点を絞り，地震時に発生する地盤の液状化現象は

考慮しない．しかし，液状化現象が重要なリスク管理

課題となる場合には，矢板構造物の腐食管理の問題だ

けでなく，広範囲にわたる地盤の安定性も同時に考慮

に入れながら，港湾施設のアセットマネジメント問題

を検討することが必要となる．

(2) 抵抗曲げモーメントの算出

a) 抵抗曲げモーメントと矢板構造物の断面係数

矢板構造物の抵抗曲げモーメント (kN/m) は次式で
算出することができる．常時は，

M1′ = σsa · Z · 106 (1)

となる．一方，地震時は，

M2′ = α · σsa · Z · 106 (2)

となる．ここで，α：地震時許容応力度の割増係数，σsa：

矢板構造物 [SY295]の許容応力度 (180N/mm2)，Z：1m
当たりの断面係数 (mm3/m) である．腐食後の断面係
数Z ′に関しては，表–1に示した矢板構造物形式のそれ

ぞれに対応して，図–4に示すような腐食量と断面係数

の関係が得られている．これにより，腐食量の実測値に

基づいて現在時点の断面係数を算出することが可能と

なる．例えば，矢板構造物形式が SP-VILで，実測した
腐食量が 2mmであれば，断面係数は 3,500 (cm3/m)で
ある．同様に，腐食した鋼矢板構造物に関しては，腐食

後の断面係数を用いて抵抗曲げモーメントを算出する．

b) 抵抗曲げモーメントの将来予測

つぎに，現時点 (調査時点) から t年が経過した時点

における矢板構造物の抵抗曲げモーメントを算出する．

t年後の矢板構造物の抵抗曲げモーメントも式 (1)，(2)

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 67, No. 1, 14-32, 2011.

18



注) モーメントの比較におけるM2−4～M2−1，M1の定義は表–2を参照のこと．

図–3　矢板構造物の力学的安定性評価プロセス

注) 図中の凡例については， 表–1を参照のこと．

図–4　腐食を考慮した矢板構造物の断面係数

を用いて算出することができる．この場合，t年後の断

面係数 Ztに関する情報が必要となる．断面係数は，前

節で示した通り，矢板構造物の腐食量に依存するため

に，腐食量の予測問題に帰着する．そこで，矢板構造物

の敷設時点と直近の実測結果に基づいて，個別矢板構

造物ごとの腐食速度を設定する．適用事例で取り上げ

る港湾護岸施設においては，過去に電気防食を施した

矢板構造物が存在するが，電気防食の有無により，腐食

速度が異なる．本研究では，適用事例の実績から矢板

構造物群の腐食過程を以下の 4つのタイプに分類した．
ここで，タイプ 1は電気防食が設置されていないか，あ
るいは当初から設置されているケースである．タイプ

2～4については，供用途中で電気防食が施されている
ケースであり，電気防食の施工時期と調査時期の関係

で 3つのタイプに分類する．電気防食の耐用年数も実
績より 20年と設定した．電気防食が健全であれば 20
年間の腐食量は軽微であり，20年ごとの電気防食によ
り矢板構造物の腐食を抑制することができる．しかし，

矢板によっては電気防食後に腐食が進行している事例

もあり，その場合には RC被覆工法や矢板構造物打ち
換え工法を実施する選択肢を考慮する．以上の 4つの
タイプの腐食過程を図–5に示すように想定する．電気

防食の施工時点の前後において，腐食速度が変化する

ような腐食過程を示しているが，いずれの場合であっ

ても腐食速度は一定である．各タイプの腐食量予測式

を以下のように定義する．

(a) タイプ 1：電気防食が施工されていない場合の腐
食過程を表す．また，敷設当初から電気防食が施工され

ている場合もこのタイプに属する．タイプ 1では，矢
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注) 図中の「敷設」は矢板構造物の敷設時点を，「調査」は矢板構造物の腐食量の調査時点を，「対策」は矢板構
造物に電気防食を実施した場合における施工時点を表している．

図–5　腐食過程の概要

板構造物の腐食速度 V (1) は，

V (1) =
h

τ
(3)

と定義できる．式中，τ は腐食調査時点における初期時

点からの経過年数である．一方，hは敷設時点の初期肉

厚からの腐食量である．

(b) タイプ 2：初期時点では電気防食が実施されず，
時点 τc において電気防食が実施される (あわせて，腐
食量 hc が計測されている)．さらに，その後の時点 τ

において腐食量 hが計測された場合の腐食過程を表す．

電気防食の施工前の無防食状態における腐食速度 V
(2)
1

は，

V
(2)
1 =

hc

τc
(4)

として与えることができる．また，施工後の防食状態

における腐食速度 V
(2)
2 を，

V
(2)
2 =

h − hc

τ − τc
(5)

と定義する．ここで，τ は直近の腐食量調査時点，hは

その時点の腐食量である．

(c) タイプ 3：電気防食の施工以前に防食調査を実施
した場合の腐食過程を表す．無防食状態における腐食

速度 V
(3)
1 は，

V
(3)
1 =

h

τ
(6)

防食状態における腐食速度 V
(3)
2 は，

V
(3)
2 = (1.0 − 0.9) · V (3)

1 (7)

となる．なお，電気防食設置による防食率は 0.9とする．

(d) タイプ 4：矢板によっては電気防食時点における
腐食量のデータが存在せず，電気防食を実施して一定期

間が経過したのちに腐食量を計測した場合がある．こ

の場合，電気防食設置による防食率を 0.9と想定し，無
防食状態における腐食速度 V

(4)
1 を，

V
(4)
1 =

h

τc + (1.0 − 0.9)(τ − τc)
(8)

と定義する．また，防食状態における腐食速度 V
(4)
2 は，

V
(4)
2 =

h − V
(4)
1 · τc

τ − τc
(9)

と表せる．

対象とする矢板構造物の腐食過程が上記の 4タイプ
のいずれに該当するかを判断し，腐食速度から t年後

の腐食量 (V · t－初期腐食量)を算定する．予測腐食量
をもとに，再び断面係数 Ztを算出し，式 (1)，(2)に代
入することにより，t年後の実測抵抗曲げモーメントを

推定することができる．

(3) 健全度評価と補修工法選定

港湾施設の維持補修マニュアル24)に基づいて，矢板

構造物の健全度を評価する．個々の矢板構造物ごとに

健全度評価することも可能であるが，点検箇所数が膨

大になるという問題がある．したがって，既往の点検

調査データに基づいて，構造形態や劣化状況等を勘案

しながら矢板構造物を健全度評価の基本単位として認

定するのが現実的である．延長方向の評価単位につい

ては，現状の補修工事延長等を勘案して設定する．健

全度評価においては，震度と矢板構造物に発生する抵

抗曲げモーメントの関係に基づいて，健全度数および

各健全度の基準を設定する．

防潮堤における矢板構造物の健全度評価に関しては，

水平震度に対する矢板構造物の曲げモーメントで表さ

れた耐力を指標とし，地震時，常時の耐力を踏まえて

健全度を 6段階に区分する．健全度の設定については，
抵抗曲げモーメントに基づいて評価する．まず，kh =
0.25として，発生曲げモーメント23)を算出し，その値

をM2−4と定義する．さらに，M2−4と 3.(2)で算出し

た地震時の実測抵抗曲げモーメントM2′ を比較して，
M2−4 ≤ M2′ であるなら，この矢板構造物の健全度
を 1と設定する (健全度 1が最も健全性が高い)．一方，
kh = 0.20 を用いて求めた発生曲げモーメント M2−3
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表–2　発生曲げモーメントの定義

発生曲げモーメント 設計水平震度

M2−4 kh = 0.25

M2−3 kh = 0.20

M2−2 kh = 0.15

M2−1 kh = 0.10

M1 kh = 0.00

に対して，M2−3 ≤ M2′ が成立するならば，健全度は
2となる．以下，同様に，kh = 0.15，kh = 0.10とし
て求めた発生曲げモーメントM2−2，M2−1 に対して，

M2−2 ≤ M2′，M2−1 ≤ M2′ が成立するならば，健全
度をそれぞれ 3，4 と設定する．さらに，地震力が作
用しない常時，すなわち kh = 0.00に相当する発生曲
げモーメントをM1′ とすると，M1 < M1′ ≤ M2−1，

M1′ ≤ M1である場合には，健全度はそれぞれ 5，6と
なる．以上のように設定した発生曲げモーメントと設

計水平震度の関係を表–2に整理している．なお，健全

度 6は，地震の影響を考慮しない場合であっても，矢
板構造物の耐力が不足している状態を示している．

4. ハイブリッドモデルの定式化

(1) モデル化の前提条件

港湾管理者が矢板構造物群を管理する場合を考える．

矢板構造物群全体はN 個の矢板構造物により構成され

ている．いま，カレンダー時間軸上に等間隔に設けら

れた離散的な時刻においてある予算制約と優先順位決

定ルールに従って，矢板構造物の補修を実施するよう

な維持補修業務を考える．以下，カレンダー時刻のこ

とを「時刻」と呼ぶ．さらに，初期時刻 t0を起点とす

る離散的時間軸

tz = t0 + zu (z = 0, 1, · · ·) (10)

を導入する．ここに，添え字 z (z = 0, 1, · · ·)は時間間
隔 uの離散的時刻における時刻番号を表す．所与の規

模の地震が発生した場合，事前に設定した健全度 k̄よ

り状態の悪い矢板構造物が損壊すると仮定する．この

仮定を前提とすると，地震発生に伴う矢板構造物の崩

壊確率は健全度 k̄ を境界とするステップ関数で表現さ

れることになる．現実的な視点からは非常に簡略化さ

れた仮定ではあるが，そのようなフラジリティ曲線を

精緻に推定することは本研究の主目的ではないために，

ここではこの仮定を用いて以下の議論を進めることと

する．時刻 tz における矢板構造物 n (n = 1, · · · , N)の
健全度をK 個の離散的な健全度を表す状態変数

ζn(tz) = k (k = 1, · · · ,K) (11)

を用いて表現する．ただし，状態変数 k の値が大きく

なるほど，健全度が低下していることを表す．なお，矢

板構造物の健全度は力学的安定性によって判定される．

つぎに，劣化が進行した矢板構造物の健全度を回復

するための補修工法を選定する．健全度に応じて補修

工法を決定するルールを「補修アクション」と呼ぶ．い

ま，矢板構造物 nの補修アクションベクトル ηd を

ηd = (ηd(1), · · · , ηd(K)) (12)

と表す．ここに，補修政策 d ∈ Dは，各健全度 kに対

して，その時点で実施する補修アクションを指定する

一連のルールを表す．また，Dは適用可能な補修政策

の集合を表す．補修政策 dを構成する補修アクション

ηd(k) ∈ {1, · · · , k}は，健全度 kに対して補修を実施し，

健全度が ηd(k)に推移することを意味する．
さらに，補修アクションηdに必要となる矢板構造物n

の補修費用を費用ベクトル cd = (cd
n(1), · · · , cd

n(K))に
より表す．矢板構造物nの健全度を kから j (1 ≤ j ≤ k)
へ回復させるための費用を ckj

n と表せば，ηd(k) = jの

とき，cd
n(k) = ckj

n が成立する．このとき，補修費用は

条件

cjj
n ≤ · · · ≤ ckj

n ≤ · · · ≤ cKj
n (13)

(j ≤ k ≤ K; j = 1, · · · ,K − 1)

を満足すると仮定する．このことは補修前の矢板構造

物の健全度が悪くなるほど，特定の健全度に回復させる

ための費用が大きくなることを意味する．このとき，矢

板構造物 nの補修政策 d ∈ Dの内容は，各健全度 kに

対して採用する補修アクション ηd(k)と補修費用 cd
n(k)

の組 (ηd(k), cd
n(k)) (k = 1, · · · ,K)により記述される．

(2) 補修優先順位の決定

時刻 tz において健全度が ζn(tz) = k の矢板構造物

n (n = 1, · · · , N)に着目する．補修政策 d ∈ Dを構成

する補修アクション ηd(k)を適用することにより，矢板
構造物 nに対する補修の実施を表すダミー変数は，

qd
n,kj(tz) =

{
1 ηd(k) = j, k ̸= j のとき

0 それ以外のとき
　(14)

(j, k = 1, · · · ,K)

と記述できる．さらに，補修対象となる矢板構造物集

合 (補修候補集合と呼ぶ) ΩM を

ΩM = {n|ηd(ζn(tz)) ̸= ζn(tz); n = 1, · · · , N} (15)

と定義する．このとき，総数N の矢板構造物群のうち，

補修が必要となる矢板構造物の数は，

Q(tz) =
N∑

n=1

K−1∑
j=1

qd
n,ζn(tz)j(tz) (16)

となる．これらの補修候補集合 ΩM に対して，事前に

設定した優先順位決定ルールに基づいて，優先順位の高

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 67, No. 1, 14-32, 2011.

21



い順に番号設定 (m = 1, · · · , Q(tz))を行う．本研究の
適用事例では，補修優先順位を，1) 重要度の高い施設，
2) 同一の重要度の施設に対して，地震時の安全率 (対
象年度の抵抗曲げモーメント／発生曲げモーメント)の
低い施設の順に設定している．インデックス n(m)は，
このような辞書式優先順位の設定方法により補修優先

順位がm番目であると判定された矢板構造物の添え字

を表している．なお，補修優先順位の決定方法として

は，本研究で採用した方法以外にも多様な方法論を提

案することが可能である．たとえば，1) 現時点で補修
を行った際のライフサイクル費用と，翌年 (あるいは数
年後)に補修を行ったライフサイクル費用の差の多寡を
決定指標として選定する方法や，2) さらに，このよう
なライフサイクル費用と本研究で採用した優先順位を

組み合わせることにより，多様な優先順位を想定する

ことが可能である．いずれの優先順位が望ましいかは，

対象とする矢板施設群が置かれている環境や管理者を

とりまく制度的・技術的環境に依存しており，優先順位

を一意的に決定することは困難である．しかし，これ

らの代替的な優先順位を用いても，本論文で提案する

ハイブリッドモデルにおける優先順位の決定手順を修

正することにより対応可能である．

さらに，時刻 tz における予算制約を C̄M (tz)とする．
予算制約に時間的変化が存在しない場合には，任意の

tz に対して C̄M (tz)が定数となる．予算制約下におい
ては，補修優先順位の高い矢板構造物から補修費用を

積み上げ，予算制約を超えない範囲までの補修候補が

実際の補修対象となる．具体的には条件式，

r∗M = arg max
r

{
m

∣∣∣∣∣C̄M (tz) −
r∑

m=1

cd
n(m)(tz) ≥ 0

}
(17)

を満足するような r∗M 個の矢板構造物群が補修される

ことになり，Q(tz) − r∗M 個の矢板構造物群の補修が次

年度以降に見送られることになる．ただし，argは上式
の右辺を最大にするmを指定する記号である．以上が

矢板構造物群に対する常時の維持補修業務であり，地

震動が発生しない限り，次年度以降も同様に補修優先

順位を決定し，維持補修業務を実施することになる．

つぎに，地震の発生時の復旧作業に着目する．簡便

化のために，地震が発生する年度において，地震は通

常の維持補修業務が完了した後に発生するものと考え

る．シミュレーションでは，地震はある確率に従って発

生すると考える．前述したように，地震発生時におい

ては，健全度 k̄より状態の悪い矢板構造物は損壊する．

このとき，損壊する矢板構造物の総数は，

R(tz) =
N∑

n=1

Iζn(tz)≥k̄ (18)

と定義できる．IAは条件Aが成立するときに 1，そう
でないときに 0となる指示関数であり，Iζn(tz)≥k̄ は，

Iζn(tz)≥k̄ =

{
1 ζn(tz) ≥ k̄のとき

0 それ以外のとき
(19)

を意味する．また，復旧候補集合 ΞM を

ΞM = {n|Iζn(tz)≥k̄ = 1; n = 1, · · · , N} (20)

と定義する．さらに，事前に設定した復旧優先順位決

定ルールに基づいて，優先順位の高い順に改めて番号

設定 (mR = 1, · · · , R(tz))を行う．インデックス o(m)
は，復旧優先順位がm番目であると判定された矢板構

造物の添え字を表している．時刻 tz における復旧予算

制約額を C̄R(tz)と表す．復旧優先順位の高い矢板構造
物から復旧費用 fd

o(m)(tz)を積み上げ，予算制約を超え
ない範囲までの復旧候補が実際の復旧対象となる．具

体的には条件式，

r∗R = arg max
r

{
r

∣∣∣∣∣C̄R(tz) −
r∑

m=1

fd
o(m)(tz) ≥ 0

}
(21)

を満足するような r∗R個の矢板構造物群が復旧されるこ

とになり，R(tz) − r∗R 個の矢板構造物群の補修が次年

度以降に見送られることになる．なお，本研究において

は，地震により損壊した矢板構造物の復旧費用は，通

常の維持補修予算の範囲内ではなく，別途復旧予算と

して調達されると考える．

(3) 地震リスクを考慮した補修シミュレーション

本研究では，過去の地震発生記録から地震の発生確

率を算定し，その発生確率に基づくポアソン分布から

の乱数発生により将来時点における地震発生サンプル

パスを表現する．いま，現在時点における矢板構造物

群の健全度が算定されているとする．その上で，地震

リスクを考慮した矢板構造物群の維持補修シミュレー

ションを試みる．本研究では，補修政策を与件とすれ

ば，モンテカルロシミュレーションにより発生させた 1
つの地震発生サンプルパスに対して時間軸に沿った補

修費用，復旧費用の流列が得られる．このような費用の

流列をライフサイクル費用パスと呼ぶ．ライフサイク

ル費用パスは，矢板構造物群の維持補修過程として起

こり得る 1つの確定的なパスを表している．将来時点
における維持補修過程は，無数のライフサイクル費用

パスの集合であり，このようなパスの集合を以下の手

順で算出し，地震リスクを考慮した期待ライフサイク

ル費用最小化補修政策を決定する．計算手順をフロー

チャートの形で図–6に整理している．

ステップ 1　矢板構造物 nに対して，実現可能な補

修政策 dq (q = 1, · · · , Q)を設定する．これらのうち，
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図–6　計算手順

矢板構造物 nの期待ライフサイクル費用最小化を達成

する政策が最適補修政策 d∗ となる．q = 1とする．

ステップ 2　シミュレーション条件を設定する．地

震発生サンプルパス iの発生目標回数を S とし，i = 1
とする．また，ライフサイクル費用評価のための目標

期間を tZ とする．

ステップ 3　モンテカルロシミュレーションにより地

震発生サンプルパス iを発生する．現在時点をシミュレー

ションの初期時点として考え，シミュレーション上のサン

プル時点を z = 0に設定する．サンプルパス iに着目す

ると，初期時点で獲得されている情報は，矢板構造物群

の健全度情報であり，これを ζ̃
i

t0 = {ζ̃i
1(t0), · · · , ζ̃i

N (t0)}

と表す．記号「̃」は，サンプルパスに関わる情報である

ことを示す．また添え字 iはサンプルパス番号を表す．

ステップ 4　サンプル時点 tz における矢板構造物の

腐食量を求める．矢板構造物の安定性評価モデルを用

いて矢板構造物群の健全度 ζ̃
i

tz
= {ζ̃i

1(t0), · · · , ζ̃i
N (t0)}

を評価する．その上で，補修候補集合 ΩM を求める．

ステップ 5 　 4.(2) で述べた方法により，矢板構

造物の補修優先順位を求める．予算制約 CM (tz)の中
で，補修政策 dq に基づき，当該年度において補修可

能な矢板構造物群を抽出する．その結果，サンプル時

点 tz における補修費用 c̃
i,dq

M (tz) =
∑r

m=1 c
i,dq

n(m)(tz)
を算出する．これを当該年度 tz の維持補修費用とし

て計上する．補修後の矢板構造物健全度ベクトルを

ζ̃
i′
tz

= {ζ̃i′
1 (tz), · · · , ζ̃i′

N (tz)} と表す．
ステップ 6　地震発生サンプルパスにおいて，当該

サンプル時点における地震発生の有無をダミー変数

δ̃i(tz) =

{
0 地震が発生しないとき

1 地震が発生するとき
(22)

を用いて表す（地震発生過程に関しては付録を参照）．

補修後の矢板構造物健全度 ζ̃
i′
tz
に基づいて，復旧候

補集合 ΞM を求める．復旧予算 C̄R(tz) の中で，復旧
可能な矢板構造物群を抽出し，復旧費用 c̃

i,dq

R (tz) =∑r
m=1 f

dq

o(m)(tz)を計上する．また，復旧後の矢板構造

物の健全度ベクトルを ζ̃
i′′
tz

= {ζ̃i′′
1 (tz), · · · , ζ̃i′′

N (tz)}と
する．

ステップ 7　 tzが目標期間 tZ に，ライフサイクル費

用パスの数 iが目標回数 Sに，さらに補修政策 qが全政

策数Qに到達していれば，ステップ 8へ進む．tz が目

標期間 tZ に，iが目標回数 Sに到達しているが，qが全

政策数Qに到達していない場合には，z = 0，q = q＋ 1
としてステップ 2へ戻る．また，tz が目標期間 tZ に到

達しているが，iと qが目標回数 S，全政策数Qに到達

していない場合は，z = 0，i = i＋ 1としてステップ 3

へ戻る．それ以外の場合には，z = z＋ 1としてステッ
プ 5へ戻る．

ステップ 8　以上の手順により，各補修政策 dq (q =
1, · · · , Q)に対して，現在時点を初期時点とする維持補
修過程に関する合計 S 個のライフサイクル費用パスを

獲得することができる．

ライフサイクル費用パスは，維持補修過程に関する

確定パスであり，その内容は次式で表すことができる．

ξ̃
i,dq = (ξ̃

i,dq

t0 , · · · , ξ̃
i,dq

tZ
) (23a)

ξ̃
i,dq

tz
= {δ̃i(tz), c̃

i,dq

M (tz), c̃
i,dq

R (tz)} (23b)

さらに，この情報に基づいて，サンプルパス i上の矢

板構造物補修政策 dq に対するライフサイクル費用パス
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注) 重要度ランク (I～V) は，重要度ランクが指定されている矢板構造物群の中で，ランク Iが最も重要度が高く，II,
III, IV, Vと次第に重要度が低下することを意味している．

図–7　検討対象施設の概要

C̃i,dq，期待ライフサイクル費用 LCCdq を算出する．

C̃i,dq =
Z∑

z=0

c̃
i,dq

M (tz) + δ̃i(tz)c̃
i,dq

R (tz)
(1 + ρ)tz

(24a)

LCCdq =
1
S

S∑
i=1

C̃i,dq (24b)

最終的に矢板構造物群の期待ライフサイクル費用の最

小化を目的とするライフサイクル費用最小化モデルは，

LCCd∗
= min

dq∈D

{
LCCdq

}
= min

dq∈D

{
1
S

S∑
i=1

Z∑
z=0

c̃
i,dq

M (tz) + δ̃i(tz)c̃
i,dq

R (tz)
(1 + ρ)tz

}
(25)

と定式化することができ，矢板構造物群の地震リスク

を考慮した最適補修政策を d∗ と表す．

なお，上記のシミュレーションにおいて，δ̃i(tz) =
0 (z = 0, · · · , Z)の場合，つまり地震リスクが存在しな
い場合にはライフサイクル費用最小化モデルは

LCC
d◦

= min
dq∈D

{
LCC

dq
}

= min
dq∈D

{
1
S

S∑
i=1

Z∑
z=0

c̃
i,dq

M (tz)
(1 + ρ)tz

}
(26)

と定式化できる．ただし，地震リスクを考慮しない期

待ライフサイクル費用であることに留意して記号「　」

を用いている．また，d◦ は，地震リスクが存在しない

場合の最適補修政策を表す．

5. 適用事例

(1) 適用事例の概要

本研究で提案したモデルを大阪市港湾局が管理する

矢板構造物に適用する．図–7に，対象地域における矢

板構造物の空間的配置と各矢板構造物の重要度ランク

（I～V）を示している．同構造物の総延長は約 26.6km
であり，建設期間は 1970年前後が多く，老朽化が進行
している．また，大規模地震の発生による矢板構造物

の損壊による直接的被害 (1次被害)，矢板構造物背後
地に立地する施設等に発生する被害 (2次被害) が想定
されるために，短期的および長期的な維持管理計画の

策定が急がれる．矢板構造物群は，建設年と構造形式

により 116個の矢板構造物に分割され（中には，複数
の矢板構造物で 1個と数えたものも含む），個々の矢板
構造物ごとに，矢板構造物の腐食速度，矢板構造物背

後の地盤条件，土地利用条件，重要度ランクが異なる．

従来より，港湾管理者は港湾矢板構造物群の施設管

理台帳を作成するとともに，年間予算の範囲の中で維

持補修の優先順位を定め，補修工事を実施してきた．し

かし，矢板構造物の定期点検に関しては法的な規定が
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表–3　入力データの整理

基礎データ 延長 (m)

優先順位

護岸形式

矢板構造物サイズ (型)

矢板構造物元厚 (mm)

建設年

防食調査関連データ 腐食調査年

調査時腐食量 (mm)

電気防食設置年

電気防食タイプ

補修年

護岸高さデータ 水深 (O.P.m)

防潮堤天端 (O.P.m)

タイ材取付高 (O.P.m)

上載荷重データ 常時上載荷重 (kN/m2)

地震時上載荷重 (kN/m2)

なく，点検の実施の有無は港湾管理者の判断に任され

ている．その結果，前回の点検より 10年以上が経過し，
現状の劣化状況が不明である事例も少なくない．矢板

構造物の腐食には，構造形式，設計潮位，荷重 (自重，
上載荷重，地震力，土圧) ，残留水圧，動水圧等，多
様な要因が影響を及ぼす．さらに，設計条件が同一で

あっても設置箇所の状態 (潮流条件，内港・外港等の違
い) により劣化速度が異なる．対象施設では，表–3に

示すように，港湾管理台帳，点検調査結果等に，基礎，

防食調査関連，護岸高さ，上載荷重等の各データが保

管されている．しかし，港湾矢板構造物群の劣化過程

に関してはデータの蓄積がほとんどないのが実態であ

る．多くの場合，建設当初と点検時点における矢板構

造物の肉厚に関するデータのみが利用可能であり，こ

れらのデータに基づいて 2時点間による線形補間によ
り，矢板構造物の腐食速度を算定せざるを得ない．以上

の状況に鑑みて，本研究では，矢板構造物の腐食速度

vn (mm/年) (n = 1, · · · , 116)は，矢板構造物ごとに異
なるが，時間を通じて一定 (確定値)であると仮定する．
また，表–4 には，対象地域における大規模地震の発生

履歴を示している．同地域では，近い将来に高い発生

率が予測されている南海トラフ地震 (南海地震) という
プレート間地震と上町断層等に起因して生じる直下型

地震の発生が懸念されている．本研究事例では，これ

までの地震発生年と発生間隔を考慮して，大規模地震

の発生が 157.8年に 1回の割合で発生するようなポア
ソン過程に従うものと考える．さらに，検討対象期間

を 100年と設定し，設計水平震度 kh = 0.20を下回る
健全度 3以上の状態の悪い矢板構造物については地震
発生によりすべて損壊すると仮定する．地震発生時に

は別途復旧予算が計上され，損壊した矢板構造物は同

表–4 南海地震の発生年と発生間隔19)

地震発生年月日 発生間隔 (年)

684.11.29 -

887.8.26 202.7

1099.2.22 211.5

1361.8.3 262.4

1498.7.9 136.9

1605.2.3 106.6

1707.10.28 102.7

1854.12.24 147.2

1946.12.21 92.0

平均発生間隔 157.8

じ年度内にすべて復旧されると考える．

なお，2.(2)で言及したように，南海地震は周期性を

持つプレート間地震であり，時間が経過するにつれて

地震の発生リスクが増加するという特性を持っている．

地震の発生がポアソン過程に従う場合，最適定常補修

政策を求めることが可能である．しかし，非ポアソン

型発生過程を考慮した場合，時間とともに地震リスク

が変化していくため，最適補修政策として時間依存型

補修政策を検討するなど精緻な分析を行うことが必要

となる．また，補修予算も時間とともに変動するよう

な時間依存的予算制約を検討することが必要なる．こ

のような非ポアソン型地震発生過程を用いたハイブリッ

ドモデルに関しては今後の課題とし，本研究ではポア

ソン型地震発生を想定することにより，実用的な補修

政策について検討することとした．

(2) ハイブリッドモデルの作成

平成 17年に実施された矢板構造物補修量調査の結果
に基づいて，初期時点 (平成 17年) における各矢板構
造物の健全度判定，および矢板構造物の腐食速度を推

計した．その際，3. で示した矢板構造物の力学的安定

性の評価モデルに基づいて健全度判定を行った．ただ

し，判定に際しては，基本的に構造物延長方向に 1m単
位で実施した．しかし，総延長 26.6kmの矢板構造物群
全体に対して，1mごとの判定は実務的には不可能であ
る．本研究においては，総延長 26.6kmの中で腐食の進
行が予測される箇所を予め選定 (116の各グループに対
して最低 1箇所は選定)し，実際に腐食量の計測を行っ
た．したがって，矢板構造物によっては複数箇所にお

いて判定がなされたものも存在するが，その場合には

それらの中で最も悪い健全度を用いて，当該グループ

の代表値とした．さらに，矢板の腐食量は潮位に関係

して鉛直方向で異なる．一般的には飛沫帯，LWL直下
付近の腐食速度が大きくなる傾向があるために，腐食

量の測定は矢板の天端から鉛直方向に 50cm毎に測定
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表–5　健全度と補修・復旧工法の関係

対策工法 工法番号 効果 適用健全度 費用 (万円/m)

電気防食工法 1 腐食速度の遅延化 1,2 36.6

RC被覆工法 2 腐食速度の抑制化 3,4,5 61.6

矢板構造物打ち換え工法 3 腐食量の改善・腐食速度の抑制化 3,4,5 300.0

復旧工法 4 腐食量の改善・腐食速度の抑制化 6(地震発生時は 3以上) 3000.0

表–6　補修政策

政策 健全度 1 健全度 2 健全度 3 健全度 4 健全度 5 健全度 6

1 1 1 3 3 3 4

2 - 1 3 3 3 4

3 - - 3 3 3 4

4 - - - 3 3 4

5 - - - - 3 4

6 1 1 2 2 2 4

7 - 1 2 2 2 4

8 - - 2 2 2 4

9 - - - 2 2 4

10 - - - - 2 4

11 - - - - - 4

した上で，最も腐食量が大きい値を採用した．

矢板構造物の補修対策工法として，表–5に示すよう

な電気防食工法，RC被覆工法，および矢板構造物打ち
換え工法を採用する．このうち，電気防食工法は予防

的補修工法であり，健全度 1および 2の矢板構造物の
みが対象となる．電気防食工法については，電気防食

の効果の耐用年数を 20年と設定し，その期間，腐食速
度が遅延化されると考える．一方，RC被覆工法，およ
び矢板構造物打ち換え工法は，いずれも事後的補修工

法であり，健全度が 3以上になった場合に採用される．
RC被覆工法については，RC被覆の耐用年数を 50年
と設定した．同工法を実施することにより，RC被覆の
耐用期間中は，被覆工法を実施した直近の健全度が維

持される．ただし，健全度が維持されるのは地震が発生

しない場合においてであり，地震の生起により健全度 3
以上の矢板構造物はすべて崩壊するものとする．なお，

本工法を健全度 4および 5に適用するに際しては，全
断面が一様に腐食して矢板の肉厚が減少することは希

であるため，肉厚が残っている部分に鉄筋を溶接して

対応することを想定している．矢板構造物打ち換え工

法については，新規の矢板構造物の耐用年数を 50年と
設定する．新規矢板構造物には防食工法が施されてお

り，耐用年数の期間，腐食は進行しないと考える．同

工法を実施することにより，健全度は 1へ回復し，耐
用年数の期間にわたり，健全度 1が維持されると考え
る．ただし，矢板構造物の劣化が健全度 6にまで到達
した場合，直ちに矢板構造物打ち換え工事が実施され

る．このような矢板構造物に関しては，予算制約の有

無に係わらず，直ちに補修工事が実施されると考える．

表–5には，それぞれの補修工事が実施される場合の補

修単価（過去の実績に基づき算定）を示している．復

旧費用には矢板構造物の復旧費用だけでなく，後背地

に立地する施設の復旧費も考慮することが必要となる．

しかし，本研究では，データ利用上の制約もあり，矢

板構造物崩壊時における復旧費用は一律に矢板構造物

単位幅当たり 3,000万円/mと概算的に設定した．

これらの矢板構造物の補修工法を組合すことにより，

表–6に示すような補修政策を考えることができる．た

だし，表中の番号は表–5に示した補修工法の番号であ

る．例えば，政策 7であれば，健全度 1のときには補
修を行わず，健全度 2のときは電気防食工法，健全度
3～5のときは RC被覆工法，健全度 6のときは復旧工
法を実施することを表している．予算制約の下で，毎

年の矢板構造物の補修個所は，補修対象として抽出さ

れた矢板構造物集合の中から，1) 重要度ランク (図–7

参照)の高い施設，2)同一の重要度の施設に対して，地
震時の安全率 (対象年度の抵抗曲げモーメント／発生曲
げモーメント)の低い施設の順に選択される．また，地
震発生時には別途復旧予算が計上され，損壊した矢板

構造物はすべて年度内に復旧されると考える．したがっ

て，地震発生年度に限り，復旧優先順位は設けない．

(3) 分析結果の考察

これまで，土木施設のアセットマネジメントにおい

て，地震リスク等の災害リスクを考慮せず，維持補修

費用，および土木施設の劣化や補修工事に伴う社会費
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図–8　補修政策と期待 LCC

図–9　補修政策と拡張期待 LCC

用のみに着目した期待ライフサイクル費用の最小化を

目的とする場合が少なくなかった．以下では，期待ラ

イフサイクル費用評価において，地震リスクを考慮す

ることの意義を分析するために，1) 期待ライフサイク
ル費用に地震リスクを考慮しない場合における最適補

修政策 (最適補修政策 αと呼ぶ)，2) 地震リスクを考慮
する場合の最適補修政策 (最適補修政策 βと呼ぶ) ，と
いう 2種類の最適補修政策を定義する．さらに，1)維
持補修費用のみを計上した期待ライフサイクル費用の

割引現在価値 LCC (期待 LCCと呼ぶ)，2)維持補修費
用と地震災害による復旧費用の双方を考慮した期待ラ

イフサイクル費用の割引現在価値LCC (拡張期待 LCC
と呼ぶ) という 2種類の評価指標を定義する．いずれの
場合も，割引率として公共事業の費用対効果分析で採

用されている 4%を用いた．
表–6に示すような政策のそれぞれに対して，ハイブ

リッドモデルを用いて各補修政策を適用した場合に発

生する期待 LCCを算出した．図–8は，年間予算上限

額 (5億円／年～50億円／年の間)に関する制約の下で，
各補修政策と期待 LCCの関係を分析した結果を示して
いる．期待 LCCには，大規模地震発生時に要する復旧
費用は含まれていない．予算額の多寡を問わず，補修

政策 1から補修政策 5を採用した場合，期待 LCCが大

図–10　予算制約と最適補修政策 α, β

きくなっている．これらの補修政策はいずれも健全度

3～5に対して矢板構造物打ち換え工法を採用した場合
である．期待 LCC最小化の観点からはRC被覆工法を
採用することが望ましい．年間予算額が増加するに従

い，期待 LCCが抑制されている．すなわち，予算額が
増加することにより，より早い段階で矢板構造物を補

修することが可能となり，結果的に期待 LCCを減少さ
せることが可能となる．

一方，図–9は各予算制約条件下で実現する補修政策

と拡張期待 LCCの関係を分析した結果を示している．
拡張期待 LCC には，大規模地震の発生によって生じ
る期待復旧費用も含まれている．同図より，拡張期待

LCCを用いると，予算制約が厳しい場合，矢板構造物
打ち換え工法よりも，RC被覆工法の方が望ましい結果
となっている．しかし，年間予算額が 30億円以上保証
された場合，矢板構造物打ち換え工法を採用した場合

の方が，拡張期待 LCCを抑制できる結果となっている．
また，予算上限額が増加するほど予防的な補修が可能

となり，拡張期待 LCCを抑制することが可能となる．

図–10は，年間予算上限額 (5億円／年～50億円／
年の間) に関する制約の下で求めた最適補修政策 αと

β を示している．予算上限額が十分にある場合，最適

補修政策 αとして補修政策 10が，βとして補修政策 2
が選択されている．すなわち，期待 LCC最小化原則の
下では，劣化が進展した矢板構造物を打ち換える事後

補修政策 (補修政策 10) が選択される．一方，災害リ
スクを考慮した拡張期待 LCC最小化を達成するために
は，電気防食工法，矢板構造物打ち換え工法を用いた

予防補修政策 (補修政策 2) が望ましいことが理解でき
る．しかし，予算上限額が小さい場合，矢板構造物打

ち換え工法よりも，RC被覆工法を用いた補修政策 6, 7
が選択される．

図–11は，各予算制約の下で期待 LCCを最小にする
ような最適補修政策 αを求めるとともに，その予算制

約の下で発生する期待 LCC，および拡張期待 LCCを
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図–11　最適補修政策 αと期待 LCC

図–12　最適補修政策 β と期待 LCC

求めた結果を示している．図–10に示したように，期

待 LCCを最小にするような最適政策 αとして事後補

修政策が選択される．その結果，図–11に示すように，

復旧費用を考慮しない期待 LCCは低く抑えられるもの
の，復旧費用を含めた拡張期待 LCCは大きい値を示し
ており，期待 LCCと拡張 LCCの差異が大きい結果と
なっている．このことより，災害リスクを考慮せずに

期待 LCC評価を行った場合，災害による被害額を十分
に抑制できないことが理解できる．つぎに，図–12は，

各予算制約の下で求めた最適補修政策 β を求めるとと

もに，予算制約額とその予算制約の下で発生する期待

LCC，および拡張期待 LCC を求めた結果を示してい
る．本ケースの場合，予算額の変化に対して期待 LCC
は単調に変化していない．拡張期待 LCCの最小化が，
必ずしも期待 LCCの最小化をもたらすとは限らない．
予算額が大きい時，期待 LCCと拡張期待 LCCの間の
差異は小さい．特に，予算制約が存在しない場合，期待

LCCと拡張期待 LCCは一致する．図–10に示すよう

に，予算額が大きい場合，拡張期待 LCCを最小にする
ような補修政策 β として予防補修政策が選択されるた

め，大規模地震による被災リスクを抑制することが可能

になる．図–8に示したように最適補修政策 βを採用し

図–13　最適補修政策 α, β と拡張期待 LCC

図–14　予算制約と未補修区間長

た場合，最適補修政策 αを用いた場合より期待 LCCは
増加するが，期待復旧費用も含めた拡張期待 LCCは減
少する結果となる．しかし，図–10に示すように，予算

額が 20億円を下回れば事後補修政策が選択されるため，
拡張期待 LCCと期待 LCCの差は大きくなる．図–13

は，各予算制約の下で最適補修政策 α, βを求めるとと

もに，予算制約額とその予算制約の下で発生する拡張

期待 LCCの関係を分析した結果を表している．当然の
ことながら，最適補修政策 β を採用した方が，常に拡

張期待 LCCは小さい結果となっている．予算額が大き
くなるほど，最適補修政策 αと最適補修政策 β を採用

した場合の拡張期待 LCCの格差が大きくなっている．

図–14には，検討対象期間の間に，予算制約の下で

各補修政策を採用した場合に未補修矢板構造物 (健全度
3以上) が残存する区間の延べ総延長を示したものであ
る．ただし，延べ総延長は，各年度における未補修区

間長を，検討対象期間全体にわたって単純に加算した

値を示している．大規模地震が発生した場合，未補修

矢板構造物は崩壊する．予算制約が厳しい場合，未補

修区間の総延長がかなりの程度に及んでおり，大規模

地震による被災リスクは無視しえないことが理解でき

る．特に，年間予算額が 15億円を下回った場合，未補

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 67, No. 1, 14-32, 2011.

28



修区間長が増加し，より大きな災害リスクに直面する

ことが理解できる．また，事後補修政策を採用した場

合，災害リスクを十分に抑制できていないことも読み

取れる．

(4) 実用化への示唆

本研究では，地震リスクを考慮した期待ライフサイ

クル費用に基づいて，港湾施設のアセットマネジメン

ト政策のライフサイクル費用評価を行った．これまで，

多くの土木施設のアセットマネジメントでは，構造物

の劣化リスクに対する維持補修政策と，地震リスクに

対する耐震投資が独立して検討されてきた．これらの

リスクに対するアセットマネジメント政策を，拡張期

待ライフサイクル費用評価という総合的な分析枠組み

の中で検討された事例は，筆者らの知る限り見当たら

ない．本研究では，矢板構造物という限られた土木施

設ではあるが，地震リスクを考慮せず，維持補修費用

のみに着目した期待ライフサイクル費用評価を行った

場合，大規模地震の発生による被災リスクを軽減でき

ないことが明らかとなった．特に，図–11に示したよ

うに，地震リスクを考慮しない最適補修政策 αを採用

した場合，復旧費用を含めた拡張期待ライフサイクル

費用は，維持補修費用のみを考慮した期待ライフサイ

クル費用の 5倍程度に及んでいる．このことより，地
震リスクを考慮に入れた期待ライフサイクル費用評価

の重要性が理解できる．

現在，港湾管理者による災害復旧引当金制度等が存

在している．図–11の分析結果は，維持補修政策とし

て事後政策 (最適補修政策 α) が採用される場合，拡張
期待ライフサイクル費用と期待ライフサイクル費用の

差額を引当金（割引現在価値化して評価している）とし

て留保することが必要であることを示唆している．し

かし，拡張期待ライフサイクル費用を最小化するよう

な最適補修政策 β が適用されている場合，図–12に示

したように年間予算が十分にあれば拡張期待ライフサ

イクル費用と期待ライフサイクル費用のかい離はほと

んどない．言い換えれば，予防補修政策が計画的に採

用されている場合，災害復旧引当金を引き当てる必要

はない．しかし，図–11に示すように，最適補修政策 α

を採用する場合， (たとえば，予算制約のない場合) 割
引現在価値として 500億円程度の引当金を留保するこ
とが必要となる．しかし，図–11と図–12より明らか

なように，最適補修政策 β を採用することにより，最

適補修政策 αを採用した場合より期待 LCCが増加する
結果となる． 図–15は，最適補修政策 αを用いること

により必要となる引当金と，最適補修政策 β を用いる

ことにより増加する期待 LCC(維持補修費)を比較した
結果を示している．同図に示すように予算上限額を十

図–15　引当金と追加維持補修費

分確保すれば，最適補修政策 β を採用することによる

引当金の節約額は，予防補修を実施することにより増

加する維持補修費よりも大きい．このことより，地震

リスクを考慮に入れた拡張期待リスク費用評価を行い，

矢板構造物群の予防補修を実施することが有効である

ことが理解できる．

なお，以上の結果は適用事例で用いた入力データの

下でのみ有効な知見である．とりわけ，矢板打ち替え

工法，復旧工法の費用を汎用的に設定することが困難

である．特に，背後地の復旧費用は，土地利用や施設

の重要度に依存しており，これらの費用が異なれば最

適補修政策の内容も異なってくる．現実問題への適用

にあたっては，これら費用情報の詳細な精査が必要と

なることは論を待たない．

6. おわりに

本研究では，ポアソン過程に従って地震リスクが発

生するような状況を想定し，期待ライフサイクル費用

の低減に資するような矢板構造物群の望ましい補修政

策について分析した．具体的には，地震動に対する矢

板構造物の力学的安定性を評価するモデルを定式化す

るとともに，その評価結果に基づいて矢板構造物の補

修優先順位を決定する方法をモデル化した．その上で，

矢板構造物群全体の劣化・補修過程を記述するハイブ

リッド型シミュレーションモデルを提案した．さらに，

予算制約の下で，地震被害も考慮に入れた期待ライフ

サイクル費用を可能な限り低減するような望ましい維

持補修政策，優先順位決定ルールを求めるための方法

論を提案した．さらに，現実の港湾矢板構造物群を対

象として，本研究で提案した方法論の有効性を実証的

に検証した．その結果，地震リスクを考慮した矢板構

造物施設の望ましい補修政策について，5.(6)に示した

ような知見を得ることができた．しかしながら，今後

にいくつかの研究課題が残されている．第 1に，本モ
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デルでは地震発生がポアソン過程に従う場合を対象と

している．しかしながら，近年その発生が懸念されて

いるプレート間地震は，時間の経過とともに発生確率

が変化するような非ポアソン型の発生過程に従うこと

が知られている．このような非ポアソン型地震リスク

を考慮した補修戦略を分析できるようなハイブリッド

モデルを考慮することが必要である．第 2に，矢板構
造物の劣化過程を確定的劣化予測モデルを用いて定式

化した．矢板構造物の劣化状態に関するデータが蓄積

されれば，矢板構造物の劣化過程に関する統計的劣化

予測モデルを推計することも可能となる．このような

統計的劣化予測モデルを用いたハイブリッドモデルを

開発することが必要である．第 3に，ハイブリッドモ
デルを構成する個々の要素技術，評価手法の精緻化や

シミュレーションで設定した数値の高精度化があげら

れる．実際に矢板構造物の力学的安定性評価に用いた

モデル，地震の震度に応じた発生確率（ハザード）お

よび矢板構造物の崩壊確率（フラジリティ），補修後の

矢板構造物の劣化過程など，継続的に改善していく必

要がある．第 4に，本研究では地震時における流動化
現象の発生は考慮していない．流動化現象に関しては，

単に矢板構造物の維持補修政策のみで対処できるもの

ではない．本研究の域を超えているため，今後の課題

としたい．

なお，本研究の遂行にあたり，阪田元大阪市港湾局

長をはじめ大阪港埠頭公社ならびに大阪港開発技術協

会の関係者の方のご協力を賜った．ここに，感謝の意

を表します．なお，本研究における適用事例はあくま

でもハイブリッドモデルの現実問題への適用可能性に

ついて分析するために実施したものであり，本論文に

記載の事項は当該構造物の管理者の見解とは関係がな

いことを断っておく．また，本研究の一部（貝戸清之担

当分）は文部科学省科学技術調整振興費「若手研究者

の自立的研究環境整備促進」事業により大阪大学大学

院工学研究科グローバル若手研究者フロンティア研究

拠点において実施された．

付録　地震発生過程

ある地域において同一の発生メカニズムで生起する

地震の発生過程を，更新過程 (renewal process)を用い
て表す．すなわち，地震の発生時刻を時間軸上の点列

ξ0，ξ1，ξ2，· · · を用いて点過程 (point process) としてモ
デル化する．ただし，ξ0 は歴史的な記録が存在する最

も古い地震の発生時刻である．さらに，地震の発生間

隔 ξi − ξi−1 (i = 1, 2, · · ·)が互いに独立で同一の分布に
従うものと仮定する．いま，過去に i− 1回の地震発生
に関する記録が残っていると考える．直近の過去に生

起した第 i− 1回目が発生するまでの期間長を確率変数
T で表す．さらに，第 i− 1回目の地震の発生時点を初
期時点 t = 0とする時間軸を考え，その時間軸上での
現在時刻 tから次回の i回目の地震が生起するまでの期

間長を確率変数 τtで表す．したがって，τ0 = T が成立

する．ここで，地震発生間隔 T に関する確率分布が既

知であるとする．このとき，初期時点 t = 0から現在時
点 tまで地震が生起しなかった事実を与件として，現在

時点 tにおいて評価する次回の地震発生までの期間長 τ

が s以下となる条件付き確率は，

P{τ ≤ s|T > t} =
P{T ≤ t + s} − P{T ≤ t}

P{T > t}
s ≥ 0 (付 1)

と表される．ここで，点過程上において「直近の地震

から過去 t年間にわたり地震が発生していない」とい

う情報を Ftと表す．このとき，次回の地震発生までの

期間長 τ が s以下になる確率は，情報 Ft が与えられ

たもとでの条件付確率 P{τ ≤ s|Ft}によって表される．
すなわち，近い将来における地震の生起確率が現時点

で獲得している情報に依存しており，このような性質

を持つ確率過程を「記憶を持つ確率過程」と呼ぶこと

とする．なお，確率過程が記憶性を持たない場合，確

率 P{τ ≤ s|T > t}は情報 Ft に依存せず，任意の時点

において同じ値をとる．このような記憶性を持たない

確率過程として定常ポアソン過程があげられる．いま，

災害の発生間隔 T の確率密度関数を ϕ(t)と表す．この
とき，初期時点 t = 0から時刻 tまでの間に災害が発生

する確率は，

Φ(t) = P{T ≤ t} =
∫ t

0

ϕ(u)du (付 2)

と表される．初期時点 t = 0から現在時点 tまで地震が

生起しなかった事実を与件として，現在時点 tにおいて

評価する次回の地震発生までの期間長 τtの条件付き確

率分布は，式 (付 2)より

Φt(s) =
Φ(t + s) − Φ(t)

S(t)
(付 3)

となる．ただし，S(t)は，初期時点 t = 0から時刻 tま

での間に災害が発生しない確率を表し，S(t) = 1−Φ0(t)
である．式 (付 3)の両辺を sで微分すれば，条件付き

確率密度関数 ϕt(s)を次式のように得る．

ϕt(s) =
ϕ(t + s)

S(t)
(付 4)

いま，現在時点 tまで地震が発生しなかった事実を与

件として，さらに時点 t以降，期間 sの間に地震が発生

しないという条件の下で，期間 [s, s + ∆s]に初めて地
震が発生する確率は，ハザードモデルを用いて

ηt(s)∆s =
ϕt(s)∆s

St(s)
(付 5)
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と表現される．St(s)は現在時点 tまで災害が発生しな

かった上に，さらに期間 sの間に災害が生起しない確

率を表し，

St(s) = 1 − Φt(s) = exp
{
−

∫ s

0

ηt(u)du

}
(付 6)

を満たす．なお，ηt(s)は条件付きハザード関数であり，
ηt(s)が tに依らず sのみの関数である場合は非定常ポ

アソン過程，sに関しても無関係な定数の場合は定常ポ

アソン過程となる．地震発生間隔 T が指数分布

ΦP (t) = P{T ≤ t} = 1 − exp(−t/µ) (付 7)

に従う．なお，µは地震発生間隔の平均を表し，定数と

する．したがって，確率密度関数は，

ϕP (t) =
1
µ

exp(−t/µ) (付 8)

と表される．このとき，ハザード関数は，

ηP (t) =
ϕP (t)

1 − ΦP (t)
=

1
µ

(付 9)

となり，時点 tに依らず一定値をとるため，式 (付 9)は
定常ポアソン過程である．いま，式 (付 1)に従えば，条
件付き確率分布は，

Φt(s) = P{τ ≤ s|T > t}

=
exp(−t/µ) − exp{−(t + s)/µ}

exp(−t/µ)
= 1 − exp(−s/µ) = Φ(s) (付 10)

となり，次の地震までの期間 τ が従う確率分布は時点

tまでに地震が発生しなかったという情報 {T > t}に
依存しない．すなわち，定常ポアソン過程が無記憶で

あることがわかる．したがって，シミュレーションに

おいて，ある時間間隔∆において地震が発生する確率
P (∆)は

P (∆) = 1 − exp(−∆/µ) (付 11)

と表される．地震発生シミュレーションにおいては，過

去の地震発生記録から地震の発生確率を算定し，その

発生確率に基づくポアソン分布からの乱数発生により

地震発生を表現する．
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A SIMULATION MODEL FOR MAINTENANCE/REHABILITATION OF

SHEET-PILE STRUCTURES IN A PORT FACILITY WITH REFERENCE TO

SEISMIC RISK

Takahiro OGAWA, Yuji FUJIMORI, Shohei BENIYA, Kiyoyuki KAITO
and Kiyoshi KOBAYASHI

In this study, the authors focus on sheet-pile structures in port facilities, and propose mainte-
nance/rehabilitation policies of sheet piles and a methodology for determining the priority of mainte-
nance/rehabilitation of them, in order to reduce expected lifecycle costs under budgetary restrictions.
In detail, the authors formulate a mechanical model for evaluating the structural stability of sheet-pile
against seismic force and propose a hybrid simulation model for determining the priority of sheet pile
maintenance/rehabilitation based on the evaluation results of structural stability and designing desirable
maintenance/repair policies and prioritizing rules so as to reduce estimated lifecycle costs considering seis-
mic risk as much as possible under budgetary restrictions. In addition, the effectiveness of the proposed
methodology is discussed through an case study targeting actual sheet piles in a port facility.
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